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表紙

（ 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面交付請求をいただい
た株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

第110回定時株主総会資料

●　事業報告
「会計監査人に関する事項」
「業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況」
「株式会社の支配に関する基本方針」
「剰余金の配当等の決定に関する方針」

●　連結計算書類
「連結株主資本等変動計算書」
「連結注記表」

●　計算書類
「貸借対照表」
「損益計算書」
「株主資本等変動計算書」
「個別注記表」

●　監査報告
「連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本」
「会計監査人の監査報告書　謄本」
「監査役会の監査報告書　謄本」

第110期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
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会計監査人に関する事項

会計監査人に関する事項

①　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23,800千円

②　当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 24,160千円

(1) 会計監査人の名称
　高志監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）1．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておりませんの
で、上記①の金額にはこれらの合計額を記載しております。

2．当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）として合意された手続業務についての対価を支
払っております。

(3) 会計監査人の報酬等の額について監査役会が同意した理由
　監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況および報酬見積りの算定根拠などを精査した
結果、妥当であることを確認したうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断を行っております。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合、監査役全員の同
意に基づき会計監査人を解任いたします。
　また、法令違反による懲戒処分または監督官庁からの処分を受けた場合、その他会計監査人の監査品質、品質管
理、独立性その他職務の遂行に支障があると判断した場合、会計監査人の解任または不再任を株主総会の目的とする
ことといたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

(6) 補償契約の内容の概要
　該当事項はありません。

－ 1 －
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況、株式会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するた
めの体制についての決定内容の概要および運用状況の概要は次のとおりであります。

(1) 当社および子会社（以下「当社グループ」という。）の取締役等および使用人（以下「役
職員」という。）の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

① コンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、委員長に当社代表取締役社長、委員に当社の常勤取締役およ
び執行役員ならびに子会社社長を選任し、法令・企業倫理の方針・施策について検討し、実施するとともに、
企業倫理相談窓口を設け、当社グループ一体で法令・企業倫理遵守に関する通報・相談に対応する。

② 代表取締役社長直轄の内部監査室を設置し、財務報告の信頼性確保を含む内部統制システムの有効性を継続的
に評価し、必要な是正を行う。

③ 反社会的勢力排除に向け、グループ行動規範等に反社会的勢力とは一切関係を持たないことを定め、必要に応
じて警察、顧問弁護士等の専門機関と連携し、体制の強化を図る。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報については、法令および社内規程に基づき、適切に保存・管理を行い、取締役およ
び監査役は常時閲覧することができる状態を維持する。

(3) 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 経営および役職員の生命等に重大な影響を与えるリスクについては、コンプライアンス・リスク管理委員会が

対応し、不測の事態が発生した場合は、危機対策本部が迅速な対応を行い、リスクを最小限に止め、早期正常
化を図る。

② 子会社は、リスクマネジメントに関する事案が発生し、またはその恐れのある場合には、関係会社規程に基づ
き直ちに当社に報告を行い、適切な対応を図る。

(4) 当社グループの取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役会を法令で定められた事項のほか、経営の基本方針をはじめとする会社の重要事項を決定する機関とし

て位置付ける。
② 常勤取締役および執行役員によって構成される経営会議を開催し、業務執行の方針および計画ならびに実施に

関し、審議決定するとともに、取締役会決議事項について事前審議を行う。
③ 執行役員制度を採用することにより、意思決定の迅速化、ならびに業務執行責任の明確化を図る。
④ 当社の常勤取締役および執行役員ならびに子会社社長によって構成される関係会社会議を開催し、子会社の経

営状況等について報告を受ける。

－ 2 －
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況、株式会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

(5) 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
　当社グループの役職員にグループ行動規範を周知させるとともに、当社グループにおける業務の適正を確保するた
め、子会社の経営上の重要事項について、関係会社規程に基づき事前報告を受け、グループ経営の観点から助言およ
び社内手続きを実施する。

(6) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項
① 監査役の職務を補助すべき使用人はいないが、必要に応じて監査役の業務補助のため使用人を置くこととし、

取締役からの独立を確保するため、当該使用人については他の部門を兼務しないものとし、その指揮命令は監
査役が行う。

② 当該使用人の人事および評価等については、監査役の同意を得る。

(7) 当社グループの役職員またはこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告をするための
体制ならびに報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ
とを確保するための体制

① 当社の役職員は、監査役から業務執行に関する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を
行う。

② 当社グループの役職員またはこれらの者から報告を受けた者は、法令違反等の不正行為、その他当社グループ
に著しい影響を及ぼす恐れのある事項等については、これを発見次第、監査役に報告する。

③ 監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グ
ループの役職員に周知するとともに、報告者の保護を行う。

(8) 監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項
　監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、
当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用
または債務を処理する。

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役が重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、重要な会議に出席するとともに、業務

執行に係る文書を閲覧し、いつでも必要に応じて取締役および使用人に報告を求めることができる体制を確保
する。

② 監査役と代表取締役社長および会計監査人との定期的な意見交換会を年２回以上開催する。
③ 監査役に対して、必要に応じ外部の専門家から監査業務に関する助言を受ける機会を確保する。

－ 3 －
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況、株式会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

(10) 業務の適正を確保するための体制の運用状況
　当社は、取締役会で決議された「内部統制システム基本方針」に基づき、当社グループの内部統制システムを整備
し、運用しております。
　当事業年度におきましては、法令遵守の教育や各種研修会等を開催するなど当社グループ全体で注意喚起を促し、
内部統制システムについて再度当社グループ役職員に周知徹底を図るなど、コンプライアンスの向上に取り組んでま
いりました。
　また、コンプライアンス・リスク管理委員会や内部監査を通じ、コンプライアンスの状況および内部統制システム
の運用状況を確認し、問題となる事象がないことを確認しております。

株式会社の支配に関する基本方針
　当社としては重要な事項と認識しておりますが、現状の株式分布状況に鑑みて、現時点では定めておりません。

剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社における剰余金の配当等の決定の方針は、連結業績に応じた株主への利益還元と今後の事業展開ならびに企業
体質強化に向けた内部留保の充実です。内部留保につきましては、長期的かつ安定的な事業展開を図るための設備投
資や新製品の開発に充当し、企業体質の強化に努めてまいります。連結業績に応じた利益還元の指標は、連結配当性
向30％程度を目標といたしますが、安定的な配当継続にも充分な考慮を払ったうえで決定いたします。
　当連結会計年度の期末配当金につきましては、当期の業績、今後の事業展開などを総合的に勘案いたしまして、誠
に遺憾ではありますが、無配とさせていただきました。

－ 4 －
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 1,969,269 1,441,113 13,298,374 △157,415 16,551,342
当期変動額
剰余金の配当 △153,048 △153,048
親会社株主に帰属する
当期純損失(△) △339,417 △339,417

自己株式の処分 9,547 9,547
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 － － △492,466 9,547 △482,918
当期末残高 1,969,269 1,441,113 12,805,908 △147,868 16,068,423

その他の包括利益累計額
純資産合計

その他有価証券評価差額金 退職給付に係る調整累計額 その他の包括利益累計額合計
当期首残高 1,142,649 99,259 1,241,908 17,793,250
当期変動額
剰余金の配当 △153,048
親会社株主に帰属する
当期純損失(△) △339,417

自己株式の処分 9,547
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 560,433 42,645 603,078 603,078

当期変動額合計 560,433 42,645 603,078 120,159
当期末残高 1,703,082 141,904 1,844,986 17,913,410
（注）記載金額は千円未満は切り捨てて表示しております。

－ 5 －
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連結注記表

連結注記表
1．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ３社
連結子会社の名称 株式会社メタルトランスポート

株式会社コーテックス
株式会社コーテックス工業

非連結子会社の名称等 株式会社イノヴァス
（連結の範囲から除いた理由）
連結の範囲に含めない子会社は、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）、
利益剰余金（持分に見合う額）及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、重要
性が乏しく、連結の範囲から除いても連結計算書類に与える影響は軽微であるため、
連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項 持分法を適用しない非連結子会社（株式会社イノヴァス）は、当期純損益（持分に見
合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、重要性が乏しく、持分法の
適用の対象から除いても連結計算書類に与える影響は軽微であるため、持分法の適用
範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。
(4) 会計方針に関する事項

資産の評価基準及び評価方法
有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等以外の 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
もの 定）を採用しております。
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

棚卸資産 原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
製品・半製品・仕掛品 総平均法
原材料・貯蔵品 移動平均法

固定資産の減価償却の方法
有形固定資産

リース資産以外の有形固定資産 定額法によっております。
また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が
終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

リース資産
所有権移転外ファイナンス・ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
リース取引に係るリース資産

無形固定資産 定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法によっております。

－ 6 －
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連結注記表

数理計算上の差異及び過去勤務
費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計
年度から費用処理しております。過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数(15年)による定額法により費用処理しております。

(5) 引当金の計上基準
貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

賞与引当金 従業員賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
執行役員退職慰労引当金 当社の執行役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年

度末要支給額を計上しております。
役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく当社の取締役及び執行役員に対する将来の当社株式の交付に

備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額を計上しております。
従業員株式給付引当金 株式給付規程に基づく当社の従業員及び連結子会社の従業員等に対する将来の当社株式

の交付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額を計上しており
ます。

(6) 収益及び費用の計上基準
鉄鋼製品の製造・販売 鉄鋼製品販売に係る収益は、主に鉄鋼製品の製造・販売によるものであり、顧客との

契約に基づき製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、製品を出
荷する一時点において、当該製品の支配が顧客に移転することにより充足されたと判
断し、製品の出荷時点で収益を認識しております。
なお、鉄鋼製品の国外輸出販売は、顧客と合意した地点に製品が到着した一時点にお
いて、履行義務が充足されたと判断し、収益を認識しております。
また、買戻し契約に該当する有償受給取引において、加工代相当額のみを収益として
認識しております。

土木建築工事の請負施工 請負工事契約に係る収益は、ビル、集合住宅等の土木建築工事の請負施工によるもの
であり、顧客との契約に基づいて建築物の設計・施工を行う履行義務を負っておりま
す。当該履行義務は、見積総原価に対する発生原価の割合により算出された進捗度に
基づき一定の期間にわたり充足されると判断し、当該進捗度に基づき収益を認識して
おります。

(7) その他連結計算書類の作成のための重要な事項
退職給付に係る負債の計上基準 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。
退職給付見込額の期間帰属方法 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。

小規模企業等における簡便法の採用 一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係
る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

グループ通算制度の適用 グループ通算制度を適用しております。

－ 7 －
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２．表示方法の変更に関する注記
(連結損益計算書)

前連結会計年度において区分掲記しておりました営業外収益の「物品売却収入」（当連結会計年度4,322千円）および「受取
保険金」（当連結会計年度該当なし）は、金額的重要性が乏しくなったため「その他」に含めて表示しております。
なお、前連結会計年度の「物品売却収入」は16,902千円、「受取保険金」は17,099千円であります。

－ 8 －
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３．会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産（連結貸借対照表計上額）　　    5,123千円
繰延税金負債（連結貸借対照表計上額）　　779,657千円
（相殺前の繰延税金資産　15,984千円、相殺前の繰延税金負債　790,518千円）

(2) その他の情報
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

繰延税金資産は、当連結会計年度末に入手可能な情報に基づき将来の課税所得の見積りを行い、回収可能性が見込まれると
判断された金額を計上しております。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
当社グループは、景気変動の影響を受けやすい市況産業に属しており、当社グループが消費する主原料の鉄スクラップ価
格、エネルギー及び合金鉄等の諸資材価格は国際的な鋼材需要や経済動向、地政学的リスクを反映して大幅に変動する可能
性があります。これらにより当社グループの将来の業績に与える影響を客観的に予測することは困難であるため、翌連結会
計年度の１年間に限定して、鉄スクラップ価格及び諸資材価格、並びに製品の販売価格の市況変動を予測することにより、
繰延税金資産の回収可能性について判断することとしております。なお、回収スケジューリングが１年超にわたる期間の将
来減算一時差異に係る繰延税金資産の回収可能性はないものと判断しております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに基づくため、課税所得の見積りに用いた主要な仮定に変更が生じた
場合、翌連結会計年度の法人税等の金額に影響を与える可能性があります。

（棚卸資産の評価）
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

棚卸資産    4,011,949千円
(2) その他の情報

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
棚卸資産の評価基準は、原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっており、当連結会計年度末における正味売
却価額が取得原価を下回っている場合には、当該正味売却価額をもって連結貸借対照表価額としております。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
正味売却価額は、今後の販売計画における販売見込単価を基として、仕掛進捗度合いに応じて加工費・出荷費相当額等を控
除して算出しておりますが、当社グループが消費する主原料である鉄スクラップ、合金鉄、エネルギー等の価格は国際的な
鋼材需要や経済動向、地政学的リスクを反映して大幅に変動する可能性があります。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
販売計画・販売見込単価は鉄スクラップ価格の変動予想に左右されるため、正味売却価額の見積りには不確実性を伴い、翌
連結会計年度の棚卸資産の連結貸借対照表価額に影響を及ぼす可能性があります。

－ 9 －
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建物及び構築物 1,043,845千円
機械装置及び運搬具 4,513,410千円
工具器具及び備品 1,348千円
土地 144,425千円

計 5,703,029千円

建物及び構築物 52,063千円
土地 739,009千円

計 791,073千円
合　計 6,494,102千円

短期借入金 1,261,432千円
長期借入金 543,048千円

計 1,804,480千円
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 30,664,512千円

機械装置及び運搬具 42,471千円

４．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産
工場財団組成分

工場財団組成外分

担保に係る債務

(3) 有形固定資産の減損損失累計額　当該各資産の金額から直接控除しております。
(4) 国庫補助金等の受領により、固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額

－ 10 －
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用途 種類 場所 減損金額
遊休資産 土地 新潟県長岡市 3,703千円

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式（株） 3,994,000 ー ー 3,994,000

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式（株） 143,088 ー 7,000 136,088

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たりの
配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年５月16日
取締役会 普通株式 137,350 35.00 2025年３月31日 2025年6月２日

2025年11月５日
取締役会 普通株式 15,697 4.00 2025年９月30日 2025年12月1日

５．連結損益計算書に関する注記
減損損失 当社グループは、事業及び製造工程の関連性により資産をグルーピングしており、以

下の資産グループについて、地価の著しい下落等の理由により、帳簿価額を回収可能
価額まで減損処理しました。なお、回収可能価額は正味売却価額を用い、正味売却価
額は固定資産税評価額に合理的な調整を加える方法により算定しております。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式に関する事項

(2) 自己株式に関する事項

（注）1. 普通株式の自己株式の減少7,000株は、「株式給付信託（BBT」及び「株式給付信託（J-ESOP）」からの給付による減少によるものであり
ます。

2. 当連結会計年度末の普通株式には、「株式給付信託(BBT)」及び「株式給付信託（J-ESOP）」制度の信託財産として株式給付信託が保有す
る当社株式66,400株が含まれております。

(3) 新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
(4) 配当に関する事項

① 配当金支払額

（注）1．2025年５月16日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託(BBT)」及び「株式給付信託（J-ESOP）」制度の信託財産とし
て株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金2,569千円が含まれております。

2．2025年11月５日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託(BBT)」及び「株式給付信託（J-ESOP）」制度の信託財産とし
て株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金267千円が含まれております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　該当事項はありません。
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連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1) 投資有価証券 2,961,759 2,961,759 －

(2) 長期借入金 (764,848) (727,960) (△36,887)

７．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については、主に銀行借入又は社債の発行
による方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して
は、当社の信用管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握
する体制としております。
　未収還付法人税等は法人税、住民税及び事業税に係る債権であり、すべて１年以内に還付期日が到来します。
　投資有価証券は主に株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。これらは主に業務上の関係を有する企業の株
式であります。
　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務並びに未払法人税等は１年以内の支払期日であります。
　借入金は営業取引及び設備投資に係る資金調達であり、すべて固定金利のため金利の変動リスクはありません。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が直接観察できない場合には合理的に算定された価額が含ま
れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価
額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
　なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額60,982千円）は、次表には含まれておりません。また、現金及び預金、
受取手形及び売掛金、電子記録債権、未収還付法人税等、支払手形及び買掛金、電子記録債務、短期借入金、未払法人税等は、短
期で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（注）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象とな
る資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプット
を用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう
ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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2026/05/21 21:54:05 / 25301421_北越メタル株式会社_招集通知

連結注記表

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券
株式 2,961,759 － － 2,961,759

資産計 2,961,759 － － 2,961,759

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 － 727,960 － 727,960

負債計 － 727,960 － 727,960

(1) １株当たり純資産額 4,643円29銭
(2) １株当たり当期純損失(△) △88円01銭

当連結会計年度末の当該自己株式の数 66,400株
当連結会計期間の期中平均の当該自己株式の数 67,877株

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類して
おります。

長期借入金
長期借入金の時価は、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を、新規に借入を行なった場合に想定される利率で
割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

８．賃貸等不動産に関する注記
　重要性が乏しいため記載を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記

（注）「株式給付信託(BBT)」及び「株式給付信託(J-ESOP)」制度の信託財産として株式給付信託が保有する当社株式を、総額
法の適用により自己株式に計上しているため、１株当たり当期純損失(△)の算定上、期中平均株式数の計算において控除
する自己株式に含めており、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めておりま
す。

－ 13 －
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報告セグメント
合計（千円）

鉄鋼（千円）
主要な財又はサービス

棒鋼 13,284,160 13,284,160
線材 591,321 591,321
形鋼・特殊棒鋼 2,566,825 2,566,825
土木製品 1,318,409 1,318,409
加工製品 5,135,957 5,135,957
その他 701,616 701,616

主たる地域市場
日本 23,557,456 23,557,456
インドネシア 37,440 37,440
その他 3,394 3,394

顧客との契約から生じる収益 23,598,291 23,598,291
その他の収益 － －
外部顧客への売上高 23,598,291 23,598,291

当連結会計年度（千円）
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 6,284,588
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 5,132,209
契約資産（期首残高） －
契約資産（期末残高） －
契約負債（期首残高） －
契約負債（期末残高） －

10．収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関

する注記等 （6）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末において存

在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

なお、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度において認識した収益の額はありません。
② 残存履行義務に配分した取引価格

当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な
契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から受け取る対価の額に、取引価格
に含まれていない重要な金額はありません。
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貸借対照表

貸借対照表（2026年３月31日現在） （単位：千円）

科目 金額 科目 金額
(資産の部)
流動資産
現金及び預金
売掛金
電子記録債権
製品
半製品
原材料
仕掛品
貯蔵品
前払費用
未収入金
未収還付法人税等
その他の流動資産
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械及び装置
車輌及び運搬具
工具器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定
無形固定資産
商標権
ソフトウエア
ソフトウエア仮勘定
その他の無形固定資産
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
出資金
長期前払費用
その他の投資等
貸倒引当金 　

10,453,312
1,508,577
2,040,066
2,784,335
1,446,176
1,185,932
761,553
73,941
399,801
113,560
33,118
77,734
35,313
△6,800

14,252,856
9,469,654
1,817,022
413,024
4,884,651
28,533
838,254
1,465,804

3,542
18,821
187,961

22
71,543
113,140
3,255

4,595,240
2,805,512
767,817

342
1,009,735
12,223
△390 　

(負債の部)
流動負債 5,205,843
支払手形 15,388
買掛金 2,343,961
電子記録債務 629,527
短期借入金 1,100,000
１年以内返済長期借入金 351,632
リース債務 2,019
未払金 85,679
未払費用 288,005
未払消費税等 23,173
賞与引当金 193,324
預り金 16,449
設備関係支払手形 156,681

固定負債 2,486,069
長期借入金 764,848
リース債務 1,522
退職給付引当金 899,361
執行役員退職慰労引当金 22,200
役員株式給付引当金 14,773
従業員株式給付引当金 68,848
資産除去債務 21,408
繰延税金負債 693,155
その他の固定負債 152

負債合計 7,691,913
(純資産の部)
株主資本 15,381,947
資本金 1,969,269
資本剰余金 1,440,823
資本準備金 1,399,606
その他資本剰余金 41,216
利益剰余金 12,119,721
利益準備金 297,660
その他利益剰余金 11,822,061
別途積立金 3,770,000
繰越利益剰余金 8,052,061

自己株式 △147,868
評価・換算差額等 1,632,308
その他有価証券評価差額金 1,632,308
純資産合計 17,014,255

資産合計 24,706,169 負債及び純資産合計 24,706,169

計算書類

（注）記載金額は千円未満は切り捨てて表示しております。
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損益計算書

損益計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで） （単位：千円）

科目 金額
売上高 22,549,014
売上原価 20,351,018
売上総利益 2,197,996
販売費及び一般管理費 2,634,342
営業損失(△) △436,346
営業外収益 235,758
受取利息及び配当金 190,923
その他の営業外収益 44,834
営業外費用 25,750
支払利息 20,386
その他の営業外費用 5,364
経常損失(△) △226,339
特別利益 46,019
固定資産売却益 3,548
補助金収入 42,471
特別損失 58,872
減損損失 3,703
固定資産除却損 12,698
固定資産圧縮損 42,471
税引前当期純損失(△) △239,192
法人税、住民税及び事業税 △25,555
法人税等調整額 93,989 68,434
当期純損失(△) △307,627
（注）記載金額は千円未満は切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 1,969,269 1,399,606 41,216 1,440,823 297,660 3,770,000 8,512,737 12,580,397
当期変動額
剰余金の配当 △153,048 △153,048
当期純損失(△) △307,627 △307,627
自己株式の処分
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 － － － － － － △460,675 △460,675
当期末残高 1,969,269 1,399,606 41,216 1,440,823 297,660 3,770,000 8,052,061 12,119,721

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 △157,415 15,833,075 1,109,051 1,109,051 16,942,126
当期変動額
剰余金の配当 △153,048 △153,048
当期純損失(△) △307,627 △307,627
自己株式の処分 9,547 9,547 9,547
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 523,257 523,257 523,257

当期変動額合計 9,547 △451,128 523,257 523,257 72,128
当期末残高 △147,868 15,381,947 1,632,308 1,632,308 17,014,255
（注）記載金額は千円未満は切り捨てて表示しております。
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個別注記表

個別注記表
1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外の 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
もの 定）を採用しております。
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

棚卸資産 原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
製品・半製品・仕掛品 総平均法
原材料・貯蔵品 移動平均法

(2) 固定資産の減価償却方法

有形固定資産
リース資産以外の有形固定資産 定額法によっております。

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が
終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

リース資産
所有権移転外ファイナンス・ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
リース取引に係るリース資産

無形固定資産 定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法によっております。
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個別注記表

数理計算上の差異及び過去勤務
費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か
ら費用処理しております。過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(15年)による定額法により費用処理しております。

(3) 引当金の計上基準
貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

賞与引当金 従業員賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。
退職給付見込額の期間帰属方法 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。

執行役員退職慰労引当金 執行役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給
額を計上しております。

役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく取締役及び執行役員に対する将来の当社株式の交付に備え
るため、当事業年度末における株式給付債務の見込額を計上しております。

従業員株式給付引当金 株式給付規程に基づく当社の従業員等に対する将来の当社株式の交付に備えるため、
当事業年度末における株式給付債務の見込額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
鉄鋼製品の製造・販売 鉄鋼製品販売に係る収益は、主に鉄鋼製品の製造・販売によるものであり、顧客との

契約に基づき製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、製品を出
荷する一時点において、当該製品の支配が顧客に移転することにより充足されたと判
断し、製品の出荷時点で収益を認識しております。
なお、鉄鋼製品の国外輸出販売は、顧客と合意した地点に製品が到着した一時点にお
いて、履行義務が充足されたと判断し、収益を認識しております。
また、買戻し契約に該当する有償受給取引において、加工代相当額のみを収益として
認識しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
グループ通算制度の適用 グループ通算制度を適用しております。
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個別注記表

製品 1,446,176千円
半製品 1,185,932千円
原材料 761,553千円
仕掛品 73,941千円
貯蔵品 399,801千円

２．表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）
前事業年度において区分掲記しておりました営業外費用の「支払補償費」（当事業年度2,561千円）は金額的重要性が乏しく
なったため「その他の営業外費用」に含めて表示しております。
なお、前事業年度の「支払補償費」は8,155千円であります。

３．会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金負債（貸借対照表計上額）　　　693,155千円
（相殺前の繰延税金資産－千円、相殺前の繰延税金負債693,155千円）

(2) 会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記」の内容と同一であるため、記載を省略しております。

（棚卸資産の評価）
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(2) 会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記」の内容と同一であるため、記載を省略しております。
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個別注記表

建物 923,378千円
構築物 120,467千円
機械及び装置 4,513,410千円
工具器具及び備品 1,348千円
土地 144,425千円
計 5,703,029千円

建物 44,388千円
土地 531,830千円
計 576,218千円
合　計 6,279,247千円

短期借入金 1,000,000千円
長期借入金（１年以内返済） 261,432千円
長期借入金 543,048千円
計 1,804,480千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 29,580,712千円

株式会社コーテックス 16,346千円

短期金銭債権 307,497千円
短期金銭債務 100,590千円

機械及び装置 42,471千円

４．貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務
担保に供している資産
工場財団組成分

工場財団組成外分

担保に係る債務

(3) 有形固定資産の減損損失累計額 当該各資産の金額から直接控除しております。

(4) 保証債務 子会社の仕入債務に対し、保証を行っております。

(5) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

(6) 国庫補助金等の受領により、固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額
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個別注記表

売上高 1,740,290千円
仕入高 214,554千円
販売費及び一般管理費 841,472千円
営業取引以外の取引高 113,538千円

用途 種類 場所 減損金額
遊休資産 土地 新潟県長岡市 3,703千円

普通株式 136,088株

５．損益計算書に関する注記
(1) 関係会社との取引

(2) 減損損失 当社は、事業及び製造工程の関連性により資産をグルーピングしており、以下の資産グル
ープについて、地価の著しい下落等の理由により、帳簿価額を回収可能価額まで減損処理
しました。なお、回収可能価額は正味売却価額を用い、正味売却価額は固定資産税評価額
に合理的な調整を加える方法により算定しております。

６．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

（注）普通株式の自己株式数には、「株式給付信託(BBT)」及び「株式給付信託（J-ESOP）」制度の信託財産として株式給
付信託が保有する当社株式66,400株が含まれております。
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(繰延税金資産)
退職給付引当金 282,039千円
減損損失 114,528千円
税務上の繰越欠損金 76,750千円
未実現利益修正損 75,358千円
賞与引当金 60,626千円
従業員株式給付引当金 21,590千円
会員権評価損 11,284千円
その他 43,207千円
繰延税金資産小計 685,385千円
評価性引当額 △685,385千円
繰延税金資産合計 ー
(繰延税金負債)
その他有価証券評価差額金 △692,972千円
その他 △182千円
繰延税金負債合計 △693,155千円
繰延税金負債の純額 △693,155千円

７．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳
税引前当期純損失のため、記載を省略しております。

(3)  法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社はグループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱
い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計
の会計処理並びに開示を行っております。
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属性 会社等の名称 議決権の所有
（被所有）割合

関係内容
取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）役員の兼任等 事業上の関係

そ の 他 の
関 係 会 社 トピー工業㈱

(被所有)

直接
間接

％
33.8
1.3

－ 当社製品の販
売

形鋼・加工製
品の販売 667,659

売 掛 金 55,300

電子記録債権 187,129

属性 会社等の名称 議決権の所有
（被所有）割合

関係内容
取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）役員の兼任等 事業上の関係

そ の 他 の
関 係 会 社
の 子 会 社

トピー実業㈱
(被所有)

直接
間接

％
1.3
－

－
当社製品の販
売及び原材料
等の購入

棒鋼・形鋼・
加工製品等の
販売

916,695
売 掛 金 58,677

電子記録債権 241,536
原材料等の購
入 3,246,528 買 掛 金 1,331,157

設備の購入 29,755 未 払 金 20,267

(1) １株当たり純資産額 4,410円22銭

(2) １株当たり当期純損失(△) △79円77銭

８．関連当事者との取引に関する注記
(1) 親会社及び法人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）売買については、価格その他の取引条件は、基本的に当社と関連を有しない他の当事者と同様であります。

(2) 子会社及び関連会社等
　開示対象となる重要な取引はありません。
(3) 兄弟会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）売買については、価格その他の取引条件は、基本的に当社と関連を有しない他の当事者と同様であり、設備の購入については、数社から見積の

提示により発注価格を決定しており、支払条件についても一般の設備導入と同様であります。

(4) 役員及び個人主要株主等
該当事項はありません。

９．１株当たり情報に関する注記

10．収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「1.重要な会計方針に係る事項に関する注記（4）収益及び
費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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連結会計監査報告

高志監査法人
　新潟県新潟市
指　定　社　員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 渡　部　政　記
指　定　社　員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐々木　泰　隆

独立監査人の監査報告書
2026年５月14日

北越メタル株式会社
　取締役会　御中

　
監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、北越メタル株式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会

計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、北越メタル株式

会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人

の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監
査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま

た、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対

して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計

算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外に
その他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求

められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した
内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価

し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該
事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

監査報告

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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連結会計監査報告

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に
見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を

行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施
する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記
事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関
する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に
関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示し
ているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するため
に、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人
は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を
含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の
独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な
水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査報告

高志監査法人
　新潟県新潟市
指　定　社　員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 渡　部　政　記
指　定　社　員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐々木　泰　隆

独立監査人の監査報告書
2026年５月14日

北越メタル株式会社
　取締役会　御中

　
監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、北越メタル株式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの

第110期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以
下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に

係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人

の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社
会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他
の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま

た、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し

て意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類

等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその
他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求

められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部
統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、

我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項
を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

会計監査人の監査報告書　謄本
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会計監査報告

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう

かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不
正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれ
る場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を

行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施
する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記
事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の
前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関す
る計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能
性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい
るかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備

を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人

の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能
な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第110期事業年度における取締役の職務の執行に関して、各監査役

が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の基本方針、監査計画、監査業務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受

けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の基本方針、監査計画、監査業務の分担等に従い、取締役、

内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施

いたしました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求め、重要な会議の議事録及び決裁書類等を閲覧し、本社及び工場等において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま

た、子会社については、関係会社会議に出席するほか子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に

応じて子会社を訪問し事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びその

子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める

体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及

び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から当該事

業年度の監査基本計画書に基づく職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か

ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する

品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。さらに、監査

上の主要な検討項目については、高志監査法人と協議を行うとともに、その実施状況等について報告を受け、必要に応じて説

明を求めました。

監査役会の監査報告書　謄本
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監査役会監査報告

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書

及び連結注記表）について検討いたしました。

2．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記

載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人高志監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人高志監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

北越メタル株式会社　　監査役会

常 勤 監 査 役 田　村　　　寛 ㊞
監査役(社外監査役) 伊　藤　伸　介 ㊞
監査役(社外監査役) 白木原　祐　子 ㊞

2026年５月15日

以　上
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